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研究成果の概要（和文）：近畿の病院看護管理者を対象とした質問紙調査では、腰痛予防対策の不十分さが明ら
かになった。2か所の病院で腰痛予防教育と介助補助具導入を実施し、質問紙調査と身体負担調査により効果を
検証した。両病院とも介入前の病棟看護師の腰痛訴え率は高く、身体負担も大きかった。A病院では、すでに院
内の新人研修にて教育がされており、全病棟で臥位移乗介助におけるスライディングシート使用は定着していた
が、評価は実施できなかった。一方B病院では、我々と院内リーダーが研修を担当し、「ノーリフティング原
則」に基づく介助を病院あげて取り組んだことにより、腰痛訴え率の軽減、腰痛による休業人日の減少及び肩・
腰の筋負担軽減を認めた。

研究成果の概要（英文）：A questionnaire survey of hospital nurse managers in Kinki revealed 
inadequate measures to prevent back pain. Education about backache prevention and introducing the 
assistance aid were carried out at two hospitals, and the effect was verified by questionnaire 
survey and physical load survey. In both hospitals, the ward nurse's back pain rate was high and the
 physical load was heavy before the intervention. At Hospital A, they had been educated in the 
in-hospital new-person training. Using sliding seat in the transferring had been almost established 
in all hospital wards while evaluation could not be conducted. At Hospital B, on the other hand, we 
and leaders in the hospital were in charge of training and worked on assistance based on the “No 
Lifting Principle”. The prevalence of back pain, working days due to back pain and shoulder and low
 back muscle load during nursing work were reduced.

研究分野： 労働衛生

キーワード： 腰痛予防対策　看護　労働負担　ノーリフティング原則

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
介護・看護労働者に腰痛が多発している現状から、改訂腰痛予防対策指針（2013年）では、「原則として人力の
みで人を抱え上げさせず、福祉用具を活用して腰部負担の軽減を図ること」（ノーリフティング原則）が盛り込
まれた。本研究成果として、病院管理者と職員双方に対し職場の腰痛予防について教育し、病院トップの方針下
で「ノーリフティング原則」に基づく介助研修と実践を進めることで、労働負担のより小さい働き方に変化し、
腰痛訴え率や腰痛による休業人日を減らせることを確認できた。今後継続した取り組みにより、腰痛による離職
率の減少、及び患者・看護師双方にとって安全で安心な質の高い看護実践につながることが期待される。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
看護師の健康問題のひとつとして、抱え上げ、中腰・前傾・ひねりといった不良姿勢、およ

び長時間労働や交替勤務による疲労蓄積などが要因となって生じる腰背痛・上肢痛などの運動
器障害が挙げられる。32,372人の看護師が回答した調査 1)では、「最近の腰痛」の訴え率が45.2％
に達し、勤務形態別の腰痛訴え率は、日勤のみ 38.0％、3 交替制 47.1％、2 交替制 50.2％と、
交替勤務の影響も示されている。しかし、腰痛予防対策を組織的に取り組んでいる病院は 4 割
弱にとどまっている 2)。 

欧米豪を中心とした諸外国では、看護師の運動器障害予防の取り組みが積極的に進められて
いる。例えばオーストラリアでは、看護連盟ビクトリア州支部が 1998 年に提言した“No lifting 
policy”（人力のみの移乗介助を禁止、患者の自立度を考慮した福祉用具使用による移乗介助を
義務付け）が実施され、腰痛予防の効果をあげている 3)。また、ISO（国際標準化機構）・人間
工学を扱う専門委員会(TC 159/SC3/WG4)の「病院や介護施設における介助の筋負担を軽減し、
腰痛を予防するためのガイドライン」4)には、リスクアセスメントとリスクマネジメントの必
要性とその方法、リスク教育の重要性などが述べられており、今後、腰痛予防対策の国際標準
になっていくことが予想される。 

わが国でも、介護・看護労働者に腰痛が多発している現状から、2013 年に厚生労働省が「職
場における腰痛予防対策指針」の大幅な改訂 5)を行い、研究代表者の北原は、委員として改訂
作業に全面的に関わった。改訂指針では、原則として人力のみで人を抱え上げさせず、福祉用
具を活用して腰部負担の軽減を図ることとされた。また、包括的な腰痛予防対策を推進するた
め、リスクアセスメントと労働衛生マネジメントシステムの導入が示された。今後は、同指針
を受けて作成された「介護・看護作業におけるリスクアセスメントマニュアル」6)に示されて
いる腰痛予防の考え方を現場でいかに実践するかが課題となっている。 
 
２．研究の目的 
看護管理と労働衛生の視点から、現場で導入可能な腰痛予防対策プログラムを開発し、その

効果を検証すること。 
 

３．研究の方法 
1）病院管理者を対象とした意識調査 
 病院における看護師の腰痛予防対策の現状を把握することを目的に、近畿2府4県にある100
床以上の全病院・399 か所の看護部代表者宛に質問紙を郵送し回収した（2015 年 7 月実施）。 
 
2）某大学病院（A病院）と民間病院（B病院）をフィールドとした調査 
①病院における腰痛予防プログラムの導入・実施 

初回の腰痛予防研修では、職場における腰痛予防の基本的な考え方を説明した上で、リスク
アセスメントの手順、チェックリストの使い方などを中心に約 1時間講義した。引き続いて実
施した介助技術研修では、スライディングシートやスライディングボードを使った移乗・移乗
介助の実習、および介助用リフトのデモを行い、リーダーが各病棟で伝達講習できるよう指導
した（1.5～2時間）。第 2回目以降の腰痛予防研修では調査結果を報告し、介護技術研修では、
初参加者に対して初回研修と同様の内容、再参加者にはスキルアップを目指した内容とした。
研修後には、介護技術の到達度を自己評価させた。 

 
②導入・実施した腰痛予防プログラムの効果検証 

運動器障害と労働に関する質問紙調査及び日勤帯の身体負担調査を実施し（Pre 調査）、腰痛
予防研修を実施した後、同様の質問紙調査と身体負担調査（Post 調査）、職場巡視、看護師長
へのヒアリング等により、効果を検証した。質問紙調査の内容は、性別、年齢、身長・体重、
職種、労働に関する項目（勤務形態、身体的につらい作業など）、生活習慣、健康状態、疲労、
睡眠、仕事上のストレス有無と満足度、腰痛（調査時点、過去１か月、どんな時に痛むか、対
処法、予防法他）、頸肩背腕部痛（過去１か月）、作業姿勢・作業方法、介助補助具の使用状況、
意識や行動の変化についてなどとした。身体負担調査においては、病棟看護師の協力を得て、
勤務前後の自覚症状（部位別の痛み・だるさ、疲労症状）を評価するともに、軽量小型の筋電・
傾斜角計、活動量計および心拍計を装着して、勤務中の身体負担を測定した。 
 
４．研究成果 
1）病院管理者を対象とした意識調査 

167 病院（42%）から回答を得た。安全衛生委員会で腰痛予防対策が「認識されている」のは
33％。また、看護職員の安全衛生対策として「必要と考えるもの」は、「腰痛」が 56%と最も多
かったが、「実施しているもの」を問うと、「腰痛」は 18％に留まった。人の抱上げ作業で取り
組んでいる腰痛予防対策としては、スライディングシート・ボードの使用、複数介助の徹底、
適切な移動・移乗介助法の理解・徹底などが上位に挙がったが、リフト等の利用率は低く、腰
痛予防体操や腰痛検診はほとんど行われていなかった。過去 1年間に腰痛による休業者や退職
者等がいた病院では、それ以外の病院と比べて対策をとっている率がやや高かったが、十分と
は言えなかった。 



 
2）A 病院での取り組み 
①質問紙調査（2015 年 7月） 

12 時間夜勤試行中を除く全 11 病棟の看護師 349 人を対象とし、211 人（60％）から回答を得
た。実際に二交代制勤務に従事している看護師 136 人を解析したところ、平均年齢は 28.1 歳、
女性比率は 89.7%、平均勤務年数は 4.6 年であった。夜勤回数は平均 3.9 回で、29.4%は月 5～6
回行っていた。普段の仕事で体が「とても疲れる」は 66.9％、神経が「とても疲れる」は 66.2%、
疲労を翌朝に「よくまたはいつも持ち越す」は 43.4％だった。「ヒヤリハット経験」率は 62.5%、
また、「現在の腰痛」訴え率は 51.5%（その内「ときどき休憩が必要なぐらい痛い」もしくは「休
憩するほどではないがかなり痛い」は 14.3%, n=70）、過去１か月の腰痛訴え率（いつも＋時々）
は 72.1%であった。 
②身体負担調査 

①にて腰痛訴え率の高かった 3つの病棟を対象とし、各病棟 3人ずつを被験者として、日勤
時勤務中（8時間および 12 時間）の歩数と活動量、心拍数、体幹の傾斜角、肩・腰の表面筋電
図および勤務前後の自覚症状変化を指標とした身体負担調査を実施した（2015 年 7 月）。その
結果、対象看護師は 1時間あたり 1000 歩以上歩いており、8時間換算の活動量 3Mets 以上は約
70 分、平均心拍数は約 100bpm、腰・下腿・足の自覚症状の増加、また休憩が十分に確保できて
いないなど、看護労働の負担の大きさが明らかになった。この調査結果をふまえ、測定が簡便
で被験者の負担が少ない活動強度・歩数を指標とし、対象者数を増やして身体負担調査を実施
した（2016 年 6-7 月）。4病棟の協力を得て、平日 5日間の日勤帯に、毎日 6人の看護師を被験
者とした。その結果、対象看護師は1時間あたり1000歩以上歩いており、平均活動強度3～4Mets、
勤務後の腰・下腿・足の自覚症状増加を認めた。病棟によっては、時間あたり 2000 歩を超える
時間帯もあり、特に、12 時間日勤をしている看護師では、夕方以降の歩数増加と活動強度の増
大が認められた。既定の休憩時間は確保できていないことが多かった。 
③腰痛予防プログラム 
 2016 年 4 月に、A病院看護部と腰痛予防・介護技術研修会の実施について話し合ったが、同
病院ですでに決められている教育プログラムに当方の提案を組み込むことは困難であった。さ
らに、看護師業務がますます多忙となり身体負担調査への協力が困難になったこと、16 時間夜
勤から 12 時間夜勤への変更により働き方が変更となり、2015 年に実施した上記調査結果との
比較可能性が低下したため、予定していた腰痛予防プログラムの実施とその評価を中止した。
ただ、A病院では、先行研究において、2011 年度と 2013 年度にスライディングシートを用いた
移乗介助の研修を行ったので、その後スライディングシートを大量に購入し、新入職員研修の
中で技術研修を継続している。そこで、全病棟と 2部門（ICU、手術部）の師長にヒアリングを
実施したところ、すべての部署でベッド-ストレッチャー間の臥位移乗において、スライディン
グシートと段差解消ボードが使用されていた。ただ、いくつかの病棟では、間違った使い方が
行われていたことが明らかになった。 
 
3）B 病院での取り組み 
①質問紙調査（Pre 調査、2016 年 12 月） 

対象病院の全病棟の看護師を対象とし、358 人から回答を得た。「現在腰痛」ありは 60%、う
ち、「ときどき休憩が必要なぐらい痛い」は 6%、「休憩をとるほどではないがかなり痛い」は 27%
であった。また、「過去 1か月の腰痛」訴え率は 66%（いつも 14％+時々52％）であった。過去
1 年の腰痛訴え率は、73％に上っていた。定められた休憩が取れないことが多く、スライディ
ングシートやスライディングボードは十分に活用されていなかった。 

 
②身体負担調査（Pre 調査、2017 年 1月） 

某病棟の協力を得て、6名の看護師を対象に、日勤帯（8時間）において、歩数と活動量、心
拍数、体幹の傾斜角、肩・腰の表面筋電図および勤務前後の自覚症状変化を指標とした身体負
担調査を実施した。昨年度に A病院にて実施した調査結果と同様、看護労働の負担の大きさが
明らかになった。 

 
③腰痛プログラムの導入・実施とその評価 

2017 年 2 月 4日管理職と現場スタッフ（腰痛予防リーダー）を対象として、午前中は腰痛予
防の研修会、午後は身体負担のより小さい介護技術の研修会を実施した。研修の様子は、今後
の職員研修に活用するため、ビデオに記録して教材化し、同病院のイントラネットで視聴でき
るようにした。 

2017年8月16日、腰痛予防リーダーを対象として介助技術研修会を実施した（参加者40人）。 
同年 11 月に実施した介入後 1回目の質問紙調査（Post 調査 1、有効回答数 252 人）では、現

在腰痛あり率は 54%、過去 1 か月の腰痛訴え率は 68%（いつも 12％+時々56％）、過去 1 年の腰
痛訴え率は 69％、過去 1 年の腰痛による休業者数は 11 人、過去 1 か月の頸・肩・背・腕部痛
訴率（いつも＋時々、右）は、頸 31％、肩 33％、背 23％、腕 15％であった。「腰痛予防対策で
日ごろ気をつけていること」として、「補助具の使用」との回答は Pre 調査で 5％だったが、今
回は 21％に増加した。また、ベッド-車いす間の移乗で「スライディングボード等を使う」（31％）、



体位変換やベッド上の移動介助で「スライディングシートを使う」（38％）との回答は、いずれ
も Pre 調査より増加した。ベッド-ストレッチャー間の臥位での患者移乗はスライディングシー
トとダントールの使用が定着していたが（ほぼ毎回使用 84％）、体位変換やベッド上移動時の
スライディングシートおよびベッド－車いす間でのスライディングボードの使用率は低く（そ
れぞれ、ほぼ毎回使用 20％、7％）、十分に活用されていなかった。 

同年 12 月 16 日、3 つの病棟を巡視し、病棟長からノーリフティングの実施状況についてヒ
アリングを行った。いずれの病棟もベッド-ストレッチャー間の移乗介助にスライディングシー
トを使用し、負担が軽減しているとの報告があったが、体位変換やベッド上での移動介助では
同シートが十分活用されておらず、11月実施の Post 調査 1の結果と相応していた。 
翌 12 月 17 日に実施した管理職と腰痛予防リーダー対象の研修会では（参加者 32 人）、Pre

調査の結果を報告した後、再参加者には体位変換におけるスライディングシートの活用を重点
的に指導した。腰痛予防研修については、B病院内でリーダーが養成され、2018 年からは同リ
ーダーが各病棟での伝達講習を随時担当することになった。 

2018 年 11 月に介入後 2 回目の質問紙調査（Post 調査 2）を実施した（有効回答数 189 人）。
現在腰痛あり率は 52%、過去 1か月の腰痛訴え率は 68%（いつも 9％+時々59％）、過去 1か月の
頸・肩・背・腕部痛訴率（いつも＋時々、右）は、頸 28％、肩 33％、背 21％、腕 9％であった。
腰痛による 1年間の休業人日は、介入前と比べて減少した。介助補助具の使用率は Pre 調査及
び Post 調査 1より増加し、特にベッド-ストレッチャー間の患者移乗でスライディングシート
とダントールを「ほぼ毎回使用する」は 92％と、ほぼ定着した。しかし、体位変換やベッド上
移動時のスライディングシートおよびベッド－車いす間でのスライディングボードについては
「ほぼ毎回使用する」率が低く（それぞれ 23％、9％）、十分活用されているとは言えなかった。
前年度と同様、職場巡視時（2018 年 11 月実施）に病棟師長からヒアリングにて聴き取った介
助補助具使用状況とも相応していた。巡視では、スライディングボード使用に必要な、肘置き
が取り外し可能な車いすが少ないといった環境の問題も明らかになった。 

過去 1年間に腰痛で休業した病棟看護師の人数と平均休業日数を掛け合わせた休業人日数は、
Pre 調査で 16 人×12.5 日＝200 人日だったが、Post 調査 1では 7人×4.4 日＝30.8 人日、Post
調査 2 では 7 人×3.6 日＝25.2 人日と減少した。また、3 回の質問紙調査すべてに参加しかつ
異動がなかった回答者84人について分析したところ、強い腰痛の訴え率が減少していた（図1）。
腰痛予防の取り組みの効果・影響については、Post 調査 1 と比べ Post 調査 2 の方が「意識が
変わった」「行動が変わった」という回答率が高く（図 2）、病院挙げての取り組みが浸透して
きていることが伺われた。 

身体負担調査は、2018 年 11 月に、Pre 調査と同一の病棟看護師 6名中 4名を対象に Post 調
査を実施した。Pre 調査、Post 調査とも同程度に業務負担感が大きかった事例では、Pre 調査
と比して Post 調査の右僧帽筋の筋電位評価指標は低減し、腰部筋群は左右で結果が異なってい
た（表）。上体傾斜角は中央値及び 15度を超える時間率が低くなっていた。介助補助具等の導
入により、対象者の看護業務における右肩と左腰の筋負担は軽減された可能性がある。 

2019 年 1 月 13 日に実施した管理職と腰痛予防リーダー対象の研修会では（参加者 47 人）、
これまでの調査と職場巡視の結果を報告し、成果を共有した。B 病院では、今後も継続して腰
痛予防の取り組みを進めることが確認された。引き続いて実施した介助技術研修では、院内リ
ーダーと協力し、初めての参加者にはこれまでと同様の内容で、2 回目以上の参加者には体位
変換及びおむつ交換におけるスライディングシートの活用を重点的に指導した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 調査時点の腰痛訴え率および強い腰痛*の訴え率 
*強い腰痛；現在腰痛ありの回答者のうち、「時々休憩が必要なくらい痛い」＋「休憩を取るほどではな

いがかなり痛い」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 腰痛予防の取り組みの効果・影響 
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表 介入前後の筋電位実効値 
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